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基本情報 地域展開における都道府県の現状・課題

1.自治体の基本情報

山形県では、中学校の生徒数が1988年の

54,362人から37年間減少し、現在は半分以

下に減少している。また、教員の多忙化も深刻

な問題であり、これに対処するために「山形県公

立学校働き方改革プラン（第Ⅱ期）」が策定

され、部活動における教員の負担軽減を進めて

いる。

部活動改革については、「生徒にとって望ましい

スポーツ環境の整備」と「教員の働き方改革の

推進」の両立を目指し、取組みを推進してきた。

令和2年度には「運動部活動と地域等の連携

の在り方に関する検討委員会」を設置し、令和

4年度には「山形県における部活動改革のガイ

ドライン」を策定した。

令和５年度は、国が定めた部活動の地域移

行に関する「改革推進期間」の初年度として、

23市町村で地域クラブの運営体制を構築する

実証事業を実施した。

実証事業を行う中で、①地域展開に向けた具

体的なイメージを主導してまとめ上げる人材の確

保（関係団体との連絡調整や関係者への説明

等）②単独市町村での地域展開が困難なため

市町村を越えた広域的な取組みの実施（チー

ム編成における人数不足や移動手段の確保

等）③受け皿の形態を問わず必要となる指導

者の確保（指導者の資質向上や指導者の掘り

起こし等）という課題が見えてきたため、R6年

度は①～③の課題解決を目指して事業に取り

組んだ。

面積 9,323 k㎡

人口 1,008,775 人

公立中学校数 96 校

公立中学校生徒数 25,638 人

部活動数 1,131 部活

都道府県の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

都道府県の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済

令和５年度の状況（「市町村における部活動改革に関する状況調査」（R５.12）「部活動方針フォローアップ調査」（R5.10）より）

（1）休日に地域移行が進んでいる部活動数（運動部） 328/984部

スポ少 59部 総合型クラブ 73部 単一種目クラブ 30部 民間クラブ 12部

競技団体 19部 スポーツ協会 1部 保護者会で設立 112部 個人に任せている 22部

（2）検討組織の設置

設置：35/35市町村

（3）部活動の任意加入制

中学校 63/95校（R4:42/95校）

（4）兼職兼業している教員数

運動部顧問14名
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（都道府県における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会

・学校部活動及び地域クラブ活動の在り方についての検討

・部活動改革の方針についての検討

◉首長部局

・人材バンクの活用促進 ・関係団体への周知

令和６年 ５月 主管課長会議

令和６年 ９月 山形県部活動改革研修会

部活動改革実態調査①

令和６年１０月
地域クラブ等指導者研修会

令和６年１１月

令和６年１２月 部活動改革実態調査②

令和７年 ２月 部活動改革推進協議会

令和７年 ３月
「ブカツサポートコンソーシアム」
連携協定

【通年】

・ 県アドバイザーによる個別相談会

・ 県担当者によるヒアリング

【定期開催】

・ 関係課との情報交換会（県庁内勉強会）

・ 県アドバイザーミーティング（作業部会）
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2.実証内容と成果

取組内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

○県アドバイザーを３名配置し、

広域的な連携に向けた調整や

市町村からの個別相談対応

を行う。

○市町村担当者向けのワーク

ショップを開催し、市町村が改

革を推進する上で、中心となる

人材の育成を図る。

○有識者による部活動改革推進

協議会を開催し、「山形県にお

ける学校部活動及び地域クラ

ブ活動の在り方に関する方針」

（仮称）の検討を行う。

○県内全ての市町村（35市町村）で部活動の地域展開に

取り組むことができた。

全市町村で検討組織が設置

全市町村でコーディネーター配置（担当職員兼務含む）

○市町村担当者の部活動改革に対する理解が深まり、地域の

特性に応じた取組がでてきた。

町独自の支援事業（地域クラブ交付金）の実施

町営バスやスクールバスの活用

○スポーツ庁・文化庁が、「地域スポーツ・文化芸術創造と部活

動改革に関する実行会議」を設置し、ガイドラインの見直し等

の検討が進められていることを受け、本県方針の協議を一時

中断した。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備 エ：面的・広域的な取組①

取組事項 取組の成果

【県アドバイザー】 ※7月～２月の期間で77回稼働（３名合計）

●希望のあった市町村（９市町村）に対し個別の相談会を実施

●ワークショップや各種会議での情報提供

●県外企業や自治体との情報交換会の企画・運営

●県全体で一体的に改革を推進するために、実証事業に参加しない市

町村（単独予算での体制整備を行っている市町村を含む）への支援

体制を検討する必要があると考える。

●国の動向を注視し、第７次山形県教育振興計画や、第２期スポー

ツ推進計画の内容とも関連を図りながら方針を再検討する。

今後の課題と対応方針県アドバイザーの具体的な動きの実績

【部活動改革推進協議会】

【酒田市での個別説明会】

活動写真
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参考資料

2.実証内容と成果

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備 エ：面的・広域的な取組②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

行政担当者ワークショップの研修内容 活動写真

【行政担当者ワークショップ庄内地区会場】

【行政担当者ワークショップ置賜地区会場】
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参考資料

2.実証内容と成果

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備 エ：面的・広域的な取組③

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

行政担当者ワークショップで出されたれ課題の分析結果
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取組内容

2.実証内容と成果

１．説明

（１）指導者研修会開催趣旨について（山形県スポーツ協会）

（２）山形県における部活動改革について（山形県教育委員会）

２．研修

（１）スポーツにおけるハラスメント防止について（45分間）

（２）スポーツ活動に係るリスクマネジメント （45分間）

（３）スポーツ栄養マネジメント～食で育む心と身体～（90分間）

（４）応急手当〈AED使用法・心肺蘇生法〉【実技】（90分間）

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保 ／ ウ：関係団体・分野との連携強化①

指導者研修会の内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

指導者研修会の受講者の声

①10月 ６日（会場：山形ビッグウイング） 49名参加

②10月 20日（会場：置賜生涯学習プラザ） 40名参加

③11月 ３日（会場：酒田市公益研修センター）19名参加

④11月 ４日（会場：出羽庄内国際村） 28名参加

⑤11月 ９日（会場：新庄市民文化会館） 25名参加

⑥11月23日（会場：山形ビッグウイング） 51名参加

県内全域４地区で研修会を開催し、212名が研修会を受講した。

今年度初めての指導者研修会を開催したが、本研修会の認知は期

待するほど浸透していなかった。今後、SNSや新聞掲載等による研修会

の周知の仕方について検討し、多くの受講者の参加につなげたい。

指導者研修会を今年度は10～11月に６回開催した。大会や他研

修会等と重なったことも参加者が少なかった要因と捉え、今後は開催時

期を分散することも検討する。

0 20 40 60 80 100 120

研修４ 応急手当【実技】

研修３ スポーツ栄養マネジメント

研修２ リスクマネジメント

研修１ ハラスメント防止

受講者アンケートから（２０２名回答）

研修会で参考になった講座（自由記述・複数回答）人数

「とても参考になりました。今後もぜひ参加したいです。」
「大変勉強になりました。この内容は指導者だけでなく、保護者そして教員
にも聞いてほしいと思いました。」
「指導者として復習の意味で毎年もしくは２年に１回の研修会の開催をお
願いしたい。」

指導者研修会の参加実績
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2.実証内容と成果

〇クラブ訪問、市町村訪問の際に、人

材バンクについて周知を行う。

〇県スポーツ協会と連携し、「地域クラ

ブ等指導者研修会」において指導者登

録、クラブでの活用について周知する。

〇システムリニューアル前の登録者へ、

人材バンクへの再登録の依頼をする。

R6 25名

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保 ／ ウ：関係団体・分野との連携強化②

取組事項
人材バンクの人数

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

10代 0名 ０％

20代 １名 ４％
30代 ３名 12％

40代 ６名 24％
50代 ７名 28％

60代以上 ８名 32％

人材バンクの年齢構成

（スポーツ指導）

・軟式野球 5名
・水泳 3名

・スキー 3名
・バレーボール 2名

・陸上、登山、ダンス、剣
道、ペタンク、など39種
目登録

（芸術・文化指導）
・折り鶴 1種目登録

種目

（公認資格保有者）

16名 64％

（保有資格について）
・日本スポーツ協会公認
スポーツ指導者

・日本水泳連盟 公認
競泳コーチ３

・部活動指導員3級

・日本折紙協会 講師

資格有無指導者の居住地域

村山地区 10名 40％

最上地区 ２名 ８％
置賜地区 ９名 36％

庄内地区 ４名 16％

〇県内全域を指導場所
にしている指導者 2名

〇自分の住んでいる市
町村、地区を指導場所
にしている指導者 23名

市町村・クラブ訪問において、「リーダーバンクやまがた」の周知活動を行うことで、令和5年

度から22名の登録者数の増加につながった。特に研修会の参加者を対象としたアンケートの

結果、回答者の60%が回答するとし、実際に11名の登録があった。登録をしない理由とし

て、「制度について理解できない」「どのくらいのスキルが必要なのかわからない」などがあった。

制度や資格の有無についてさらに周知の工夫をしていく。また、利用者が指導を希望する種

目数や地域による指導者の人数に偏りがあり、指導需要を満たすためには、さらに登録者数

を増やす必要がある。とくに文化・芸術系の指導者の登録者が少ないので、周知の方法や

対象者を検討していく。指導資格を保有していない指導者も36％いることから、さらに県ス

ポーツ協会や各競技団体と連携し、地域クラブ指導者を対象とした研修会や資格認定講

座等を登録者に周知し、指導者の質の保障につなげていきたい。

取組の成果

出典:地域クラブ等指導者研修会参加者アンケートから（２０２名回答）
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参考資料

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保 ／ ウ：関係団体・分野との連携強化③

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

【研修４「応急手当」（山形市会場）】

【研修３「スポーツ栄養マネジメント（山形市会場）】

指導者研修会の活動写真指導者研修会の広報活動

【山形県スポーツ協会が行った周知活動】

①県担当者やスポーツ少年団等が行う各種会議での周知依頼

②県内３５市町村（教育委員会、スポーツ協会、スポ少事務局）へチラシの持参

③県スポーツ少年団事務局から県内全単位団への開催要項送付
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2.実証内容と成果

取組内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

○山形県教育委員会と「ブカツ・サポート・コンソーシアム」間で学校部活動の地域展

開に推進に関する連携協定を令和７年３月１７日(月）に締結した。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項

（1）人材（地域指導者・運営者等）の確保に関すること

（2）指導者及び運営者の質の向上等に関すること

（3）資金循環および運営管理の仕組み構築に関すること

（4）部活動の地域展開における地域課題への対応に関すること

（5）部活動の地域展開における理解促進・啓発に関すること

（6）その他、必要と認められること

本協定に基づく連携内容

○会員企業による地域クラブが持続的に運営できる環境整備づくり支援

実証事業全体のマネジメント支援

教育プログラムの提供「リスク対策ｅラーニング」の提供

活動中のけがや賠償責任を補償する「スポーツ安全保険」の加入促進

「JSPO公認スポーツコーチングリーダー養成講習会」の受講および資格取得の促進

指導者・運営支援者等の配置の検討

地域クラブの管理システムや体育施設の予約システムにおける支援

遠方生徒へオンラインでの指導や移動手段における支援

本協定に基づく具体的な取組（予定）

山形県教育委員会とコンソーシアムの連携イメージ図

活動写真

【調定式】
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2.実証内容と成果

取組内容

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

実証事業を行った再々々委託先（市町村からの再委託先）の支出内訳の分析結果

分類 団体数 人件費 活動費 事務費 特別活動費

事務費中心
（事務費 10%以上）

1 66.1% 15.3% 16.3% 2.3%

人件費中心
（人件費 70%以上）

31 91.5% 6.6% 0.9% 1.0%

活動費中心
（活動費 25%以上）

15 35.7% 56.8% 6.3% 1.1%

バランス型
（上記に該当しない）

3 56.8% 11.3% 2.4% 29.4%

【事務費】

◇事務用品費 ◇手数料 ◇広報費 等

【人件費】

◇スタッフ・マネージャー・指導者人件費（交通費）等

【活動費】

◇消耗品費 ◇大会等参加料 ◇会場費 等

【特別活動費】

◇遠征費 ◇特別練習会（研修会）経費 等

〈事務費中心（1団体）〉

【課題】

事務管理費用が高く、活動資金が

圧迫される

【対策案】

事務費の削減とデジタル化で運営

効率を向上

【具体的な対策例】

◇業務のデジタル化

◇クラブ運営の共同化

〈活動費中心（15団体）〉

【課題】

活動費が高く、継続的な資金確保

が必要

【対策案】

安定した資金源の確保と活動費の

最適化

【具体的な対策例】

◇スポンサーシップ・企業連携

◇活動費の効率化

〈人件費中心（31団体）〉

【課題】

資金調達が安定しないと赤字リスク

が高い

【対策案】

人件費を抑えつつ運営を維持する

方法を検討

【具体的な対策例】

◇ボランティア指導者の活用

◇クラブマネジメントの最適化

〈バランス型（3団体）〉

【課題】

特別活動費の割合が高く、継続的

な資金確保が必要

【対策案】

支出の最適化と資金調達の多様化

【具体的な対策例】

◇特別活動費の支出計画を見直し

◇収入源の安定化

取組事項

○地域クラブの運営にあたっては、持続可能な仕組みづくりを行なっていく必要があることから、実証事業に参加した地域クラブ（全50クラブ）の収支構造につ

いて分析し、公的資金のバランス・支出経費の見直し・今後の対策案等について検証を行なった。
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

実
態
把
握

体
制
構
築

全
体
方
針
決
定

意
識
醸
成

実
行
・
進
捗
管

理 評
価

・実態調査の実施

【主な内容】
・検討組織の設置

・管理主体の選定

・運営主体の選定

・支援体制の構築

【主な内容】

・目標の設定

・推進計画の策定

・体制図の作成

・活動方針の策定

【主な内容】

・説明会の実施

・情報の発信

【主な内容】

・事業の実施

・進捗管理

【主な内容】

・評価の実施

・改善計画の立案

【主な内容】

○下図の流れを基本とし、多様なステークホルダー（学校・団体・地域・家庭・企業・大学等）と連携調整しながら改革を推進していく。

○現時点では、直接県が地域スポーツクラブを運営する予定はないので、市町村や団体に対しが推進できるよう効果的な支援体制を検討していく。

部活動改革を推進する上で必要だと考える要素（手順）について
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2.実証内容と成果

総括・成果の評価・今後に向けて

●成果の評価●総括

○令和7年度に向けて、持続可能で安定的な運営体制の構築や、新たなス

ポーツ・文化芸術活動の在り方についての意識醸成が課題となる。

○今後の具体的な取組は以下の視点で進めていく。

（１）持続的・安定的に運営できる体制の構築

（２）新たなスポーツ・文化芸術活動の在り方についての意識の醸成

○これらの施策を通じて、地域の実情に応じた部活動改革を推進し、生徒にとっ

てより良いスポーツ・文化芸術活動の環境整備を目指す。

●今後に向けて

(1) 市町村における実証事業の推進

地域と連携したクラブ活動の整備を支援するため、以下の事業を

展開した。

○スポーツ分野では24市町村、文化分野では5市町村に委託

事業を実施。

○各市町村が関係団体との連携調整を進め、地域クラブ活動の

モデル構築を実証。

○県事務局による市町村訪問を21市町村に対して31回実施。

(2) 県アドバイザーの配置

改革の理解促進や課題整理のため、以下の活動を展開した。

○3名の県アドバイザーを配置。

○関係者の理解を深めるワークショップを4地区で計7回開催。

○9市町村で計10回の個別相談を実施。

(3) 指導者の人材確保と資質向上

指導者の質を向上させるため、県スポーツ協会と連携し、以下の

事業を展開した。

○指導者研修会を4地区で6回開催。

○スポーツハラスメント防止、リスクマネジメント、スポーツ栄養、応

急手当の実技研修を実施。

○212名の指導者が受講。

○令和6年度の取り組みにより、以下の成果が得られた。

（１）全35市町村で部活動の地域展開に取り組むことができた。

（２）県アドバイザーの配置により、市町村の部活動改革に対する理解が深

まった。

（３）クラブ活動の実証を行うことで、新たな課題を明確化できた。

（４）指導者研修会を6回開催し、研修の在り方や新たなニーズを把握できた。

○実態調査の結果、以下の傾向が確認された。

（１）休日の地域展開に取り組む中学校の部活動数が増加。

（２）地域クラブ活動の満足度が高いことが示唆された。

（３）部活動の任意加入制の導入が進展。
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ（令和７年度の方向性）

3.今後の方向性

令和７年度から新規実施事業（案）令和６年度から拡充する実施事業（案）

《市町村による実証事業》

◇ 関係団体との連携調整等の取組

◆コーディネーター等の配置
◆検討組織の設置
◆スポーツ所管部署と学校体育（部活動）所管部署との
連携体制の構築 等

◇ クラブ活動のモデル構築
◆地域スポーツクラブ活動の実証
◆参加費用負担支援の検証 等

《市町村への支援事業》
◇ 県アドバイザーの配置（市町村への指導助言）
◆制度設計の構築
◆公的支援・受益者負担・企業資源のバランスの検証 等
◇ ワークショップの開催
◇ 指導者の人材確保と資質向上の取組 等

《市町村による事業》

複数市町村（地域）での連携モデルの検証
◆共同実践におけるノウハウの共有 等
（例）移動手段確保・横断的な会員募集 等

運営効率化のためのシステムの検証
◆勤怠管理・出欠管理システムの試験導入
◆施設利用調整・施錠管理システムの試験導入 等

《市町村への支援事業》

持続的・安定的な運営が担える
マネジメント人材の育成

◆専門家による研修プログラムの提供
◆メンターによる伴走型支援 等

《市町村への支援事業》

アスリートや専門家等による啓発活動
◆アスリートによる講話や体験活動 等

部活動改革情報の発信
◆WEB媒体を活用した発信 等

持続的・安定的に運営できる体制の構築

新たなスポーツ・文化芸術活動の在り方についての意識の醸成

参加型シンポジウムの開催
◆クラブ等による体験ブース
◆有識者による講演 等

手立て

◇ 企業・団体・行政・学校等が連携して課題解決を図る

◇ プロジェクト型事業として行いノウハウの蓄積と共有を図る

◇ アドバイザーによる指導・助言や情報交換会（勉強会）の開催等による市町村支援を行い、県全体の一体的推進を図る

改革実行期間

改革推進期間 ◆実際に活動し検証をする 【◇地域クラブ活動の実証 ◇収支構造の検証 等】

◆持続可能な環境のための制度設計をする 意識の醸成を図る 【◇方針（計画）づくり ◇仕組み（システム）づくり 等】

改革推進のスケジュールイメージ

R5

R６

R７

R８～R10 改革実行期間（前期）

◆改革を進めるための体制整備をする 【◇検討組織の設置 ◇コーディネーター（キーパーソン）の配置 等】

R11～R13 改革実行期間（後期）中間評価



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

山形県山形市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

山形県山形市

023-641-1212（内925）

文化スポーツ部部活動地域移行連携室
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

グラフ等データ
※出典も要記載

面積 381.58k㎡

人口 239,986 人

公立中学校数 15 校

公立中学校生徒数 5,780 人

部活動数 188部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定作業中

山形市における中学校の生徒数は、令和６年４月では約5,800人という状況であるが、10
年後の令和16年では約5,000人と想定され、約800人の生徒が減少する見通しとなっている。
令和６年度の運動部活数は188部であるが、生徒の減少や部活動の任意加入制の推奨に
より、これまで以上に運動部活動部員数の減少が想定され、団体競技などでは単独での活動が
できなくなることが懸念されている。

部活動の地域移行・地域連携の一層の推進を図るため、首長部局の「部活動地域移行連
携室」が中心となり、教育委員会との緊密な連携のもと、検討協議会や四者会議での協議を

深めながら、取組を進めていく。
また、市から地域団体等に運営や実施を委託し、その成果と課題を検証しながら、情報収集
や動向等の整理に取組み、(仮称)部活動地域移行・地域連携推進計画の策定を進めていく。
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会

・学校、部活動、顧問、部活動外部指導者、生徒、保護者との調整及び広報

・小中学校校長会への情報提供

・部活動指導員の配置計画 など

◉首長部局

・（仮称）山形市部活動地域移行・地域連携推進計画の検討

・山形市における部活動の地域移行・地域連携検討協議会の運営

・地域クラブに関する助言、コーディネート など

令和６年４月
コーディネーターの配置
実証事業参加団体の調整

令和６年５月
学校長との意見交換（個別）
関係団体との意見交換

令和６年６月 実証事業団体との契約準備

令和６年７月
第1回検討協議会の開催
実証事業開始（一部）

令和６年８月 市議会勉強会の実施

令和６年９月
PTA連合会との意見交換
実証事業開始（一部）

令和６年１０月
実証事業活動視察
推進計画骨子案の検討

令和６年１１月 推進計画骨子案作成

令和６年１２月 実証事業完了

文化スポーツ部
(文化創造都市課)

（スポーツ課）

文化スポーツ部
(部活動地域移行

連携室)

受皿候補団体
・大学吹奏楽団 ・（プロアマ）オーケストラ
・総合型地域スポーツクラブ ・スポーツ少年団
・プロスポーツチーム
・民間団体（道場、スポーツクラブ、任意団体等）
・民間企業等

山形市における部活動
地域移行・連携に係る

検討協議会
学識経験者、外部有識者

教育委員会、文化スポーツ部

四者会議
受皿団体、コーディネーター

教育委員会、文化スポーツ部

コーディネーター
（文化担当）

（スポーツ担当）

教 育 委 員 会
(学校教育課)
(教育総務課)

・学校－ 部活動
・顧問、外部指導員
(受皿候補)

・生徒、保護者(PTA)

・中体連 ・中文連

連 携

令和７年１月 第2回検討協議会の開催

令和７年２月～
次年度に向けた課題整理
受皿団体の検討
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 15 校 実施した地域クラブ総数 22クラブ（10団体）

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） 20クラブ（45部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） 2クラブ

全体の指導者数 84 人 全体の運営スタッフ数 10人

②各クラブに関すること

運営団体名
運営団
体種別

種目
※新規のものは末

尾に（新）を付ける

実施回数
実施時
間帯

参加者
（学年別）

実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

高楯中部活
動改革推進
委員会

学校と関
係する団
体

野球
男子バスケ

女子バスケ
ソフトボール
卓球
剣道
サッカー

月4回程度
（休日）

日中
１年生37名
２年生38名

７月
11月
12月

中学校体
育館
地域コミュ
ニティセン

ター

20人 1 人
年会費
1,000 円

中体連:部活動
その他:参加なし

山形市なぎ
なた連盟
(西部・北
部)

地域の競
技団体

なぎなた
月3～4回程度
（休日）

日中
１年生23名
２年生41名 9～12月

公共体育
施設

12人 1 人
年会費
2,000円

中体連:部活動
その他:参加なし

フラッグス
地域の競
技団体

ラグビー
週1～2回程度
(休日､平日)

日中
夜間

1年生5名
2年生3名
3年生2名

9～12月

公共グラ
ウンド
公共体育
施設 等

1人 1人
月会費
4,000 円

参加なし

山大クラブ
Ｊｒ.
(男女)

地域の競
技団体

バレーボール
月4回程度
（休日）

夜間
1年生25名
2年生21名
3年生17名

7～10月
高校体育
館

13人 2人
6か月
9,000円

参加なし
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

クラブ名
運営団
体種別

種目
※新規のものは末
尾に（新）を付ける

実施回数
実施時
間帯

参加者
（学年別）

実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

ＨＣ山形
地域の競
技団体

ハンドボール
月4回程度
（休日）

日中
1年生8名
2年生12名

7～11月
公共体育
施設

2人 1人
月会費
3,000円

中体連:参加な
し
その他：クラブと
して参加

山形市ス
ケートボード
協会

地域の競
技団体

スケートボード 月2回程度 日中
1年生3名
2年生1名
3年生2名

8～12月

スケート
ボードパー
ク（県内
外）

1人 2人
年会費
1,450円

競技団体主
催大会に参加

連生館柔道
教室スポー
ツ少年団

スポーツ
少年団

柔道
月4回程度
（休日）

日中
1年生11名
2年生9名
3年生7名

7～12月
中学校武
道場

7人 1人
月額
250円

中体連:参加な
し
その他:クラブとし
て参加

山形大学医
学部スポー
ツクラブ

スポーツ
少年団

柔道
月4回程度
（休日）

夜間
1年生8名
2年生8名
3年生2名

8～12月

大学武道
場
公共施設
武道場

2人 1人
月額
500円

中体連:参加な
し
その他:クラブとし
て参加

山形地区野
球連盟
(ノース、イー
スト、サウス、
セントラル）

地域の競
技団体

軟式野球
月4回程度
（休日）

日中

ノース32名
イースト63名
サウス43名
セントラル34
名

5～11月

中学校グ
ラウンド
公共グラ
ウンド

24人 5人
年額
1,000円

中体連:参加な
し
その他:クラブとし
て参加

山形市剣道
連盟
(男女)

地域の競
技団体

剣道
月4回程度
（休日）

日中
1年生53名
2年生44名
3年生11名

9～12月
中学校武
道場

10人 1人
月額
500円

中体連:参加な
し
その他:クラブとし
て参加
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目

軟式野球

運営団体名 山形地区野球連盟

期間と日数
5月～11月
月4回程度

指導者の主な属性
地域指導者（連盟所属）
部活動顧問（兼職兼業）

活動場所
中学校のグラウンド
公共グラウンドなど

主な移動手段 主に徒歩、自転車

１人あたりの参加会費
等（年額）

月額500円

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

●山形地区野球連盟 活動概要

（イースト、ノース、サウス、セントラル）

●統括責任者

役割：市との窓口対応、各チームとの連絡調整等

●主任指導者 4 名（各チームに1名ずつ）

役割：統括責任者との窓口、各チームにおける庶務的事務、練習計画等

●運営補助者 19 名

役割：活動における生徒への指導

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等

山
形
市

山
形
地
区
野
球
連
盟

【
運
営
団
体
】

イースト山形
（一中、三中、六中、附属中）

ノース山形
（四中、七中、高楯中）

サウス山形
（九中、十中、蔵王一中）

セントラル山形
（二中、五中、金井中）

市内を４つ
のブロックに
分けてチー
ムを編成

業
務
委
託
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取組内容

2.実証内容と成果

休日の部活動の地域移行・地

域連携に向け、コーディネーター

を配置することにより、スポーツ団

体等の調整、指導者の確保、

参加費用負担等への支援につ

いて総合的に推進した。

また、令和5年度に立ち上げた

検討協議会で外部の意見を取

り上げつつ、モデル事業の拡充を

図り、実施状況を検証しながら、

成果と課題を整理していく。

・コーディネーター2名を常勤で配置した。教員OBのコーディ

ネーターを配置したことにより、学校及び競技団体等との連絡

調整を円滑に行うことができた。

・検討協議会を年2回開催。協議会の構成員を有識者及び

学校関係者等に依頼したことにより、他自治体の現状や学校

現場等の率直な意見を聴取し、課題の整理につなげることが

できた。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

・市内中学校15校を訪問し、現状の把握と課題の整理に努めた。

・中学校校長会に出席し、部活動改革の取組み等を説明しながら、学

校現場の協力を依頼した。

・PTA連合会におけて部活動改革の説明を行い、保護者の理解を深め

た。

・地域の実情に応じた移行パターンがまだ確立されていないため、持続可

能な運営も含めた体制作りの強化が必要。

・令和7年度中に部活動地域移行推進計画を策定予定。課題と対応

策を明記し、周知を図っていく。

№

1 学識経験者 大学関係者

2 学識経験者 大学関係者

3 学識経験者 大学関係者

4 学識経験者 大学関係者

5 学識経験者 （公財）山形県スポーツ協会

6 関係団体 （公財）山形市スポーツ協会

7 関係団体 山形市芸術文化協会

8 ＰＴＡ 山形市ＰＴＡ連合会

9 校長会 山形市中学校長会

10 中体連 山形市中学校体育連盟

11 中文連 山形市中学校文化連盟

12 市職員 山形市教育委員会

13 市職員 山形市教育委員会

14 市職員 山形市文化スポーツ部

検討協議会構成員
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取組内容

2.実証内容と成果

競技団体等との連携により、指導する団体や人材の発掘を行い、マッチングを進める。

実証事業の新たな競技団体として、山形地区野球連盟、山

形市剣道連盟に依頼し、中学生の指導を行った。競技団体か

らの協力を得たことにより、多くの指導者を確保することでき、実

際の活動においても指導者のローテーションを組みながら行うこと

ができた。

また、教員に対する意識調査においても、少数ではあるものの、

兼職兼業で地域クラブでの指導を考えている教員がいることも判

明したため、希望に沿って指導できる仕組みづくりが必要であると

感じている。

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項

取組の成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

（問５）

回答項目 回答数 割合(%)

① 兼職兼業の許可を得て、自身が指導に関わりたい 31 15.3

② 兼職兼業を行うつもりはない 134 66.0

③ まだわからない 38 18.7

合計 203 100.0

【中学校教職員】

部活動が「地域移行・地域連携」となった場合、あなたの指導への関わり方について、
どのように考えますか。現在の考えをお聞かせください。

・人材バンクを設置している市スポーツ協会と随時協議を行い、人材バンクを活用した指導者の確保について検討を進めた。

・以下の会議に出席し、指導者の確保について協力を依頼した。

令和6年度 第１回 市スポーツ協会加盟団体連絡会議

加盟団体：バスケットボール、バレーボール、野球、サッカー、なぎなた、キックボクシングなど 約45団体

・競技団体を運営・実施主体としたモデル事業を実施。

・教員の兼職兼業について、教育委員会を通して各学校に制度の周知を図るとともに、教員の理解の醸成に努めた。

・県スポーツ協会や近隣自治体主催の指導者研修会に積極的に参加し、資質向上に向けた取組等についての情報収集を行った。
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取組内容

2.実証内容と成果

スポーツ団体に加え、高校・大

学、企業など様々な団体と実施

可能な連携方法について検討を

行う。また、実施場所への移動

手段の確保など、山形市地域

公共交通計画と併せて検討して

いく。

山大クラブJr.との連携により、山形大学男女バレー部員・顧

問が主体となり活動を行った。生徒個々の目的・技能・志向に

応じた多様な練習機会を提供し、バレーボールを楽しみながら

技能を向上させていくことを目的としている。同時に、高い競技

レベルに触れる機会を創出し、パフォーマンスや意識のレベル

アップにつながる活動ができた。学生にとっても、技術・指導力の

向上や中学生徒の向き合い方を学ぶ機会になったと感じてい

る。

また、移動手段についても、具体的な手段等までは至ってな

いものの、庁内関係課との協議を行いながら調整を図っている。

今後は、山形大学との連携を活かしながら、

多種目での連携についても模索していく。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

【個人カルテを作成し活用】

【活動風景】
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

既存の部活動にない種目やレ

クリエーション的活動についても体

験できる機会を創出できるように

検討する。

参加人数 ６ 人 指導者数 ２ 人（うち１人特別講師）

属性 スケートボード

具体的な内容

・スケートボードは既存の部活動にない種目であることから、普及と技術の向上の両面から取り組
んだ。
・プロスケーターを特別講師として招集し、参加者のモチベーションや技術の向上に取り組んだ。
・「山形市民スポーツフェスタスケートボード体験」にてデモンストレーションを行い、アーバンスポーツ
の普及に努めた。
・日本スケートボード選手権大会に２名出場

活動場所 ・県内にある屋内施設で活動することで、保護者の送迎負担の減少について工夫した。

関係者の声
・天候や活動スペースのことを考えると屋内施設が妥当
・会場は、他市や県外の施設しかなく、山形市内での活動拠点を模索していく必要がある。
・部活動にはない種目であることから、普及面において検討が必要。

その他
指導者謝金1,600円/ｈ
特別講師謝金9,000円/ｈ（市の講師規定を準用）

活動の詳細
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等①

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

モデル事業を踏まえ、徴収金額の

妥当性等について検証し、支援の

あり方を検討する。

取組事項
地域クラブに係る経費

●モデル事業実績（一部）

受益者負担額

1,000円/年 8～10回実施

200円/回 10回実施

500円/回 10回実施

1,450円/年 9回実施

■受益者負担について【参考】 ■ランニングコストの分析（一団体実績）

・会場借料（35,310円）

・指導者謝金（240,000円）

・消耗品費（74,540円）

・雑役務費（1,540円）

・保険料（70,610円）

○左記の図表によって、収支バランス及び持

続可能な運営における受益者負担について

ケースごとに示した。

〇活動回数によって上下幅はあるものの、公

費負担がない場合でも690円/回で月4回の

活動でも3,000円未満という検証となった。

取組の成果
【全体】

費用 割合

諸謝金 240,000 56.9% 割合 71% 50% 25% 0%

会場使用料 35,310 8.4% 金額 300,000 211,000 105,500 0

消耗品費 74,540 17.7%

雑役務費 1,540 0.4%

保険料 70,610 16.7% 割合 29% 50% 75% 100%

422,000 - 金額 122,000 211,000 316,500 422,000

122,000 28.9%

300,000 71.1%

金額 200 345 520 690

① 活動回数 10回

② 参加人数 61人

公費負担

受益者負担

受益者負担（一回あたり）

項目

スポーツ活動費

支出

受益者負担
収入

公費負担

今後の課題と対応方針

○今回の検証では10回の活動（4ケ月程度）であったため、今後年間を通して活動していく場合、支出部分が増加することになる。一般的な受益

者負担額を継続していくには、行政の支援やその他の収入源が必要であるため、持続的に活動することを前提とした仕組みを構築する。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等③

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

受益者負担として「保険料」を基本として算出しているクラブが多かった。会費については、アンケートの結果も踏まえ、支援策等を検討していく必要が

あると考えている。

部活動地域移行 ・地域連携に関する意識調査 中学１ ・２年生保護者対象

Q. 「学校の部活動」に参加させる場合、毎月の会費等
の費用として妥当な金額はどれくらいと考えますか。

Q. 「地域クラブ活動」に参加させる場合、毎月の会費等
の費用として妥当な金額はどれくらいと考えますか。

Q. 「地域クラブ活動」を行う上で、気がかりな点はどの
ようなことでしょう。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等④

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

部活動地域移行 ・地域連携に関する意識調査 小学５ ・６年生保護者対象

Q. 「学校の部活動」に参加させる場合、毎月の会費等
の費用として妥当な金額はどれくらいと考えますか。

Q. 「地域クラブ活動」に参加させる場合、毎月の会費等
の費用として妥当な金額はどれくらいと考えますか。

Q. 「地域クラブ活動」を行う上で、気がかりな点はどの
ようなことでしょう。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

〇基本的な考え方

・基本目標、基本方針

・地域移行の進め方 など

〇地域移行に向けた具体的指針

・地域クラブとしてのあり方

・指導者の確保、育成

・具体的支援策 など

●今後に向けて

中学校の部活動の地域移行・地域連携に向けて、団体との

「調整」や「参加者の費用負担」等への支援について、総合的

に推進していくことを目的として以下について取り組んだ。

１ 「山形市における部活動の地域移行に係る検討協議会」

学識経験者や学校組織の代表者、文化・スポーツ団体の代

表者を構成員とし、中学校の部活動の地域移行・地域連携

に関することや、地域クラブの在り方に関することについて検討を

行った。

２ コーディネーターの常勤による配置

校長経験者のコーディネーターを２名配置し、部活動・学校

と受け皿団体との連絡調整や情報収集等を行った。

３ 四者会議による意見交換

市内中学校のＰＴＡ会長や学校関係者に対し、積極的に

進め方や進捗状況等について説明を行った。

４ モデル事業の実施

団体に休日の部活動を委託する形で、モデル事業を実施し

た。２２活動を実施し、約560人が参加。地元大学生や競

技団体や地域指導者などから協力を得た。

５ (仮称)部活動地域移行・地域連携推進計画の検討

計画の骨子を作成し、令和7年度中の策定に向け検討を

行った。

・年2回開催された検討協議会では、幅広い構成員を選出したことにより、様々な角

度から可能性を探ることができた。

・コーディネーターを常勤により配置したことにより、学校関係者や地域指導者からのク

ラブにおける疑問点など、相談体制を確立することができた。

・競技団体加盟団体会議やＰＴＡ連合会懇談会で部活動地域移行の説明を

行ったことで、一定の理解を得られた。また、意見交換会も行い、リアルな意見を聴取

することができた。

・モデル事業の活動数を増やして実施した。特に野球については、市内を4つのブロック

に分けて実施するなど、これまでになかった実施方法で検証を行った。

令和7年度中策定

(仮称)山形市部活動地域移行・

地域連携推進計画
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アンケート結果・参加者の声

2.実証内容と成果②

●アンケート結果
【高楯中部活動改革推進委員会】
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アンケート結果・参加者の声

2.実証内容と成果②

●アンケート結果
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2.実証内容と成果③

【取組における周知チラシ】
出典:山形大学バレーボール女子バレーボール部インスタグラム

【山大クラブJr.募集チラシ】

広報資料
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

【野球（練習風景）】 【剣道（練習風景）】

【なぎなた（練習風景）】 【柔道（練習風景）】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

令和５年

協議会設置、
検討開始

受け皿団体の選定
（実証事業）
学校、関係団体と
の調整・説明

令和６年 令和７年 令和８年

受け皿団体の選定
（実証事業）
コーディネーターの
選定

部活動連携室の設
置
コーディネーターの
常勤配置

実証事業の継続
地域移行・地域連
携推進計画の策定

地域移行の本格
実施

ステークホルダー

学校、スポーツ協会、競技団体、地域スポーツクラブ

市長部局、市教委

経過

令和５年度より検討委員会を設置し、山形市における地域移行・地

域連携について検討を開始した。令和６年度は、市長部局に「部活

動地域移行連携室」を設置するとともに、学校長経験者のコーディネー

ターを常勤で配置し、教育委員会と緊密な連携のもと、検討協議会や

関係団体等との協議を深めながら取組みを進めている。

実施内容

令和６年度は、実証事業の活動数を22活動に拡充し実施した。

（令和５年度は14活動）学校単体での地域クラブから市内を４つの

ブロックに分けて近隣校合同でクラブ活動を実施するなど、幅広いモデル

で実証事業を行った。

また、学校関係者や関係団体と密に協議を行い、推進計画の骨子案

を作成し、令和７年度の本格的な策定に向け準備を整えた。

実施にあたって生じた課題

実証事業では、活動場所や指導者の確保が困難との指摘が多かった。

学校体育施設の開放における仕組みづくりや、指導者を確保するため

の対策案など、検討課題が多いと認識している。

また、推進計画において様々な支援策を検討していくことになるが、市と

しての財源の確保なども大きな課題として考えられている。

今後の展開

令和７年度も関係者等との協議を深めながら、12月までに「(仮称)部

活動地域移行・地域連携推進計画」を策定し、令和８年１～３月

にかけて、学校や関係団体等に周知していくことで計画している。令和

８年度の本格的な地域移行に向けて、地域クラブのあり方や移行スケ

ジュールなどを明確にしていく。

また、すでに地域クラブで活動している団体の情報の収集を徹底し、市

民に情報を発信できるよう取り組んでいく。
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

山形県米沢市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

山形県米沢市

０２３８－２２－５１１１

学校教育課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

グラフ等データ
※出典も要記載

面積 総面積548.51 k㎡

人口 76,766 人

公立中学校数 ７ 校

公立中学校生徒数 1,931人

部活動数 68部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済

米沢市の令和6年度の部活動加入率は、

市全体で80.8％で依然高い状況である。しか

し、中には部員数の減少が顕著な競技がある。

3年生が引退し、令和６年９月に行われた新

人体育大会ではサッカーが2チーム、野球、ソフト

ボールが1チームずつが合同チームでの参加となっ

た。部員が減少し連係プレーや練習試合など十

分な人数での活動が困難となり、スポーツ・文化

芸術活動の楽しさや良さに触れる機会が少なく

なることで体験格差が生じている。

今後少子化が進み、本市の中学生の数は令

和8年度は1,834名に対して、10年後の令和

18年は1,179名と、655名減少する。今後中

学校の統合の計画はあり、一時的には１校当

たりの生徒数は増加するものの近い将来、今と

同じ状況になることが予想される。

現在、生徒の新たな活動の場を各競技の連

盟、協会と協力して整備している。今年度は、

７競技において連盟、協会の協力のもと新たな

地域クラブを立ち上げ、先行して実証事業を実

施した。また、実施できなかった競技についても随

時、情報の共有を行いどうしたら実施可能になる

か協議している。

実証事業を行った中であらためて確認された課

題としては、活動場所の確保をどのようにしていく

か、中学校施設や市施設の貸出方法・鍵の扱

いを簡略化できないか、用具をどのように整備し

ていくか、というハード面についてのものが出された。

また、指導者の確保をどうするか、費用設定をど

のようにし、受益者負担をどの程度にしていくかと

いった運営面での課題が出された。
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会
・教育委員会内に事務局を設置し、教育総務課、社会教育文化課、スポーツ課、学校教育課が連

携を図りながら業務を推進していく。
・学校教育課…検討委員会及び各種説明会の企画・運営。協議内容を学校及び競技団体に報告
し、受け皿の設置に向けコーディネートする。

・スポーツ課…スポーツ協会との連絡・調整。中学生の活動の場の集約。
・社会教育文化課…芸術文化協会との連絡・調整。中学生の地域文化活動の場の環境整備と集
約。

令和6年６月 ・令和６年度第１回検討委員会

令和6年７月 ・実証事業説明会

令和6年９月 ・お知らせの発行

令和6年10月 ・アンケート

令和6年10月～
１月

・実証事業（７競技）

令和７年11月 ・第２回検討委員会

令和７年12月 ・中体連総会説明会

令和7年１月 ・市民向け説明会

令和7年３月

・第３回検討委員会
・令和６年度実証事業の成果報
告ならびに令和７年度実証事業
説明会
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

②各クラブに関すること

中学校数 7 校 実施した地域クラブ総数 ６クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） ０クラブ

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） ６クラブ

全体の指導者数 41 人 全体の運営スタッフ数 27 人

クラブ名
運営団
体種別

種目
※新規のものは末
尾に（新）を付ける

実施回数
実施時
間帯

参加者
（学年別）

実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

米沢市剣道
連盟中学生
クラブ

米沢市
剣道連
盟

剣道 ３回
9:00~
12:00

23人⁽1年⁾
10人₍2年⁾

10月～
12月

四中・七
中体育館、
八幡原体
育館

９人 ６ 人
会費1回
200円

参加なし

Yonezawa
Athletics

Club

スポーツ
少年団

陸上競技 63 回

主に
平日
17:00~
19:00
休日
16:00~
18:00

6人₍1年⁾
7人₍2年⁾

9人₍3年⁾

５月～
１月

市営陸上
競技場

８人 ２人
月会費
1,000円

中体連主催
大会以外に参

加実績あり

米沢イースタ
ンユース

スポーツ
少年団

野球 13 回
9:00~
12:00

14人₍1年⁾
10人₍2年⁾

6月~
10月

一中グラ
ウンド・八
幡原野球
場

４人 ５人
保険料
800円

参加なし
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２ .実証内容と成果

クラブ名
運営団
体種別

種目
※新規のものは末
尾に（新）を付ける

実施回数
実施時
間帯

参加者
（学年別）

実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

米沢二中体
操クラブ

スポーツ
少年団

体操競技 25 回

主に
平日
17:00~
19:00
休日
9:00~
12:00

５人⁽1年⁾
３人₍2年⁾
2人₍3年⁾

５月～
１月

二中体育
館

８人 ５人

実証事業に
おいて参加し

た生徒
年会費
3,000円
スポーツ少年
団に加入の

生徒
年会費
12,000円

参加なし

林泉寺バド
ミントンクラブ

米沢バド
ミントン協

会
バドミントン ３回

9:00~
12:00

23人₍1年⁾
7人₍2年⁾

10月～
12月

二中体育
館

３人 ４人 なし 参加なし

米沢ジュニア
ソフトボール
クラブ

米沢市ソ
フトボール
協会

ソフトボール 17 回
8:00～
11:00

11人₍1年⁾
10人₍2年⁾
６人₍3年⁾

５月～
１月

四中グラ
ウンド・四
中ピロティ

９人 ５人 年会費
1,000 円

参加なし
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等

地域クラブ活動で実施
した種目

剣道

運営団体名 米沢市剣道連盟中学生クラブ

期間と日数
10月26日 ～ 12月7日
３回

指導者の主な属性 直養会道場所属、恒武館道場所属

活動場所
米沢四中体育館、米沢七中体育館、
八幡原体育館

主な移動手段 保護者送迎

１人あたりの参加会費
等

剣道：１回200円

１人あたりの保険料
行事参加者傷害安全保険
一日1,400円

●米沢市剣道連盟中学生クラブ 活動概要

米沢市剣道連盟（運営主体）

第
一
中
学
校

指導者派遣

・運営体制の整備
・地域クラブ活動の実施
・指導者謝金の支払い
・保険加入

第
二
中
学
校

第
三
中
学
校

第
四
中
学
校

第
五
中
学
校

第
六
中
学
校

第
七
中
学
校

直養会道場

恒武館道場

米沢市剣道連盟中学生クラブ

参 加

（協力団
体）

●責任者

・活動の計画・運営

・参加生徒、保護者及び指導者との連絡調整、管理

・会場の確保 ・支払い

●指導者 ９名

指導者で役割分担を行い、生徒への指導を行う。

初心者と経験者それぞれに応じた練習メニューの立案
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取組内容

2.実証内容と成果
ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組内容

○コーディネーターを１名配置し、

米沢市スポーツ協会加盟の連盟

及び協会との連絡調整・指導助

言等を行う。

○運営団体・実施主体の運営体

制の整備や指導者の確保など、

持続可能な運営ができる組織体

制の整備を行う。

○「米沢市地域クラブの手引き」を

作成し、地域クラブの在り方につい

て、共通理解を図りながら体制整

備を行う。

○コーディネーターを配置したことにより、関係団体との連絡調

整、打ち合わせ等を円滑に行うことができた。

○各競技団体や地域クラブと部活動顧問が協議する場

（ワーキンググループ）を設定し、連携を図った。令和８年９

月に向けて、いつの時期からどのようなクラブで実施していくかな

ど、具体的な話し合いを行うことができた。

○ICTの活用により、参加者・指導者のスムーズな連絡を行う

クラブがあった。

〇検討委員会において「米沢市地域クラブの手引き」の作成を

することで、既存のクラブと今回の移行に関わって受け皿となるクラ

ブの性格について明確にすることができた。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

【コーディネーター】

・各クラブ実施時に巡回し課題等のヒアリング・助言等

・検討委員会の連絡調整及び運営

・競技団体、学校等への連絡

●米沢市地域クラブ設立の手引きを定め、米沢市としての地域クラブ活

動の要件等を踏まえた地域クラブの設置及び指導者の認定を行っていく。

●生徒たちの多様なニーズにこたえるための地域クラブ設立をどう行ってい

くか検討する。

●ホームページ等を活用し情報を広く発信していく。

今後の課題と対応方針コーディネーターの具体的な動きの実績
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取組内容

2.実証内容と成果

・米沢市の取り組みとして、受け皿となるクラブの設置を、連盟・協会に依頼をしていたため、指導者についても、有能な指導者を確保することができた。

・活動に参加した生徒からは「専門的な指導を受けることができてうれしかった。」「一緒にプレーすることができて、いい経験になった。」などの感想が多く寄せ

られた。生徒にとって、専門的な指導を受けたり、レベルの高いプレーに触れたりする機会は貴重な経験となっている。練習後には「このような機会をもっと増

やしてほしい。」という感想も聞かれた。

・競技団体からの推薦という形をとったため、有資格者だけでなく、指導経験が豊富な地域指導者も参加しやすくなった。このことが人材確保につながったと

考える。

41 名

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保

取組事項

取組の成果

地域クラブ指導者登録数

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

陸上競技 ８名

軟式野球 ４名
ソフトボール ９名

体操 ８名
剣道 ９名

バドミントン ３名

種目別指導者登録数

指導者の要件

生徒にとってふさわしい地域クラブ環境を整備するため、専門性や資質・能力を有する
指導者であること。また、生徒の多様なニーズに応えられるよう、資質向上に取り組み以
下の①～⑤のすべてを満たす者とする。

① 成人（満１８歳）に達していること（学生を含む）
② 国、山形県、米沢市の指導指針に基づいて指導することができ、日頃から
必要な知識や技術の習得に努めていること。

③ 地方公務員法第１６条及び学校教育法第９条各号に該当しないこと。
④ 過去の指導において体罰、ハラスメント等、指導者として不適格と認めら
れる事項のないこと。

⑤ ①～④を満たし、かつ、市内競技団体・各文化芸術団体、市教育委員会、
市内中学校長のいずれかの推薦がある者

（仮）米沢市地域移行型クラブの指導者については、米沢市教育委員会が承認する。

・連盟・協会が中心となり、現在学校部
活動の外部指導者として指導している
方に協力を仰ぐなど、指導経験がある
方を中心に広く呼び掛けた。

・「地域クラブ設立の手引き」を
作成し、指導者としての要件を
まとめることにより、有資格者
でなくても、資質能力を有する
者が指導しやすいよう、体制整
備を行った。

今後の課題と対応方針

・今後も継続的に活動していくにあたり、指導者への保障（謝金等も含め）を検討していく必要がある。

・指導者の質（ハラスメントの根絶）を確保するために、研修会等を実施することを検討している。
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取組内容

2.実証内容と成果

・実証事業を行うにあたり、各連盟・協会と常に実施内容につ

いて確認を行ってきたことで、ガイドラインに即した地域クラブの

設置が進められている。

・実証事業を行っていない種目についても、継続的に連絡を行

うことで、来年度の実証事業への参加種目が増加した。

・スポーツ協会と連絡を密に行うことで、スポーツ協会への訪問

者へも活動内容を周知することができた。その結果、来年度

の実証事業への参加種目が増加した。

・学校部活動にない種目（フェンシング）も実証事業に参加

することは新たな一歩となった。

・学校と情報交換を行い、学校でできる支援についても検討し

た。その結果、活動場所として学校施設を優先的に使用す

ること、学校部活動の道具を使用することといった内容を確

認することで課題解決の一助となった。

・学校部活動に設置してある種目において、まだ活動が開始されていない種目がある。令和７年度の重点種目と

して取り組む必要がある。

・費用・会費については、種目によって大きく異なるため、今後とも検証が必要である。同じ種目についてはクラブに

よってばらつきが無いように設定していく必要がある。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

令和６年度 実証事業
・陸上競技 １クラブ
・軟式野球 １クラブ
・ソフトボール １クラブ
・体操 １クラブ
・剣道 １クラブ
・バドミントン １クラブ

令和７年度 実証事業（予定）
・陸上競技 １クラブ
・軟式野球 ３クラブ
・ソフトボール １クラブ
・体操 １クラブ
・剣道 １クラブ
・バドミントン １クラブ
・サッカー １クラブ
・バスケットボール １クラブ
・フェンシング １クラブ

・コーディネーターが、定期
的に各連盟・協会に対して
実態調査を行う。

実証事業を行っている種目
の実態調査だけでなく、今
年度行っていない種目につ
いても来年度の計画等を確
認していく。

・コーディネーターを中心に
実証事業の実情を把握し、
受け皿となる地域クラブと
ともに課題解決に取り組む。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

剣道における取組

○運営主体において、大会参加

を目指さない、競技の特性、楽

しさに触れられる活動を行った。

○参加生徒の練度に応じたグ

ループ分けを行い、生徒の実態

に応じた活動を行った。

○グループごとの活動前に指導

者より各人が自分のめあてが持

てるようなアドバイスを行い実施し

た。（昇段審査等）

○活動の最後には自分から選ん

で指導者と打ち合いを行った。

参加人数 33 人 指導者数 ９ 人

属性 米沢市剣道連盟

具体的な内容

地域クラブとして３回の活動を実施した。米沢直養会道場、米沢恒武館道場から指導者を３
名以上を派遣した（いずれも高段者）。全体指導で剣道の特性や主体的な意識を持つこと、
あいさつ、時間を守ることの大切さを指導することで、生徒の主体的な活動を促した。初級、中級、
上級にグループ分けをしてそれぞれのグループレベルにあった活動内容で指導を行った。

子供の声

⚫ 先生ではない指導者からの指導は新鮮でいい。
⚫ 多くの指導者から習うことができていい。
⚫ 顧問から指導されていることと同じことなのだが、指導者が違うと教え方、やり方が違っていて新
鮮でやりやすかったことがあった。

⚫ 褒めてもらえてよかった。もっと褒めてほしい。

関係者の声

⚫ 地域の指導者が複数で指導することにより学校単位での指導の限界を超える指導が可能な
ことを確認できた。

⚫ 練度が学校や個人で大きく違っているので、複数の指導者で恒常的で系統的な指導により、
多様な実態でも個人と全体のレベルアップが同時に図られる可能性がある。

⚫ 生徒の剣道に対する意欲を高めることができた。
⚫ 顧問教師の負担、特に未経験者の顧問の負担を軽減することができた。

運営経費

３回の活動のため行事活動参加者傷害保険に加入 一日1,400円（1,400円×３回
＝4,200円
参加費は、１回200円を徴収。
会場費は八幡原体育館利用時1,680円
指導者謝礼は一人１回4,000円 （4,000円×３×３＝36,000円）

活動の詳細
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・内容の充実に記載した剣道に限らず、各種目において専門的な指導を行うことができ

る指導者を確保することができた。参加した生徒からは、否定的な感想はなく、どの種目

においても充実した活動を行うことができた。

・指導者に謝金をお支払いすることにより、指導者自身もより責任をもって指導にあたって

いた。

・生徒数が減少する中、学校によって体験格差が生じているが、活動するクラブ数を検

討し、適正な規模で実施することにより、日頃行うことができない練習（連係プレーや試

合形式等）を行うことができ、競技の専門性に触れることができた。

・連盟・協会の立場からも、競技の本質を伝えることができる良い機会となると同時に、

専門性を有さない教員の手助けとなった。

・教職員についても、兼職兼業の制度を用いることで、指導を希望する教員の専門性を

発揮できるようになったことに加え、希望する小学校教員の活動の機会も確保できた。

取組の成果

主な内容の充実のための取り組み
・適正な活動の規模の検討

例

→市内１クラブで活動する

→市内３クラブで活動する

（令和６年度はなかったが令和７年度で実施予定）

・専門性の高い指導者の確保

→連盟・協会の推薦による指導者

・兼職兼業の制度の実施

・生徒の実態に合わせた指導

→初心者と経験者で異なったメニューを作成

・指導者への謝金の設定

・優先的な学校施設の開放

今後の課題と対応方針

・持続可能な活動を行っていくためには、財源確保が必要である。今回は

実証事業という事もあり、各クラブへの補助を行うことができているが、今後

補助ができなくなった場合の支援のあり方を検討していく必要がある。

米沢市としては、今年度の活動を受けて、以下の内容を確認している。

①学校施設の減免使用

②学校部活動の道具を共同で使用する。

その他、金銭的な補助については検討中である。

・内容を充実させるにあたり、指導者の数だけでなく質を下げないことが重

要である。専門性の高い指導者だけでなく、人間性（ハラスメントの撲滅

等）を理解いただくための研修会も検討していく。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等①

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

○地域クラブの運営にあたっては、持続可能

な仕組みづくりを行っていく必要があることから、

実証事業における収支構造の可視化を行い、

適切な受益者負担額の設定や、公的資金の

バランスについて検証を行った。

〇指導者謝金

６種目で実証事業を行い、指導者謝金についての考え方が各々であった。

軟式野球は時給1,500円（１回4,500円）、剣道は１回4,000円、ソフトボールは時給1,000円（１回

3,000円）、陸上競技は１回1,000円、バドミントン・体操はチームの方針として０円であった。

その中で、来年度の方向性を決めている剣道を基に算出した。

１回１人あたり4,000円

１回の練習会で３人の指導者を派遣予定

→4,000円×３人分＝12,000円

〇会場使用料 学校体育館の使用料 １回 1,680円

〇１回あたりの活動費

12,000円＋1680円＝13,680円

〇年間50回の活動とした場合

13,680円×50回＝684,000円

〇今年度の参加者33名の場合 １人あたり年間約21,000円（月額1,750円）

〇その他の費用として

・暖房費2,490円（３時間）12月～３月、16回使用の場合39,840円（１人あたり約1,200円）

・保険料800円（年間）・その他消耗品約70,000円（１人あたり約2,000円）

取組事項 地域クラブに係る経費

■ランニングコストの分析

持続的な運営に必要な受益者負担額の試算

１人あたり 年間 活動費21,000円＋暖

房費1,200円＋保険料800円＋その他

2000円＝25,000円（月額約 2,000

円）※備品等を入れると月額 約3,000

円徴収

収支バランス

※市として施設使用料を免除すると12000円×50回＝600,000円

※市として施設使用料を免除すると18,000円（月額1,500円）

市として会場使用料及び暖房費等を負担した

場合 18,000円＋800円＋2000円＝月

額1,750円程度の徴収となる。

ただし生徒33人に対して３人の指導者の場

合にあたる。20名程度の参加者が多い現状を

考えると3,000円程度（指導者謝金のみで

2,500円）の徴収となる。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・今年度は、種目の実情に合わせて様々なパターンで実証事業行うことで、参加費用負担額の具体的な数値がわかってきた。

実際に行うまでは、施設使用料も有料で考えていたが、実際に算出する中で、参加者の大きな負担となり得ることがわかってきた。

市としても、学校施設については減免の対象として扱う方向で検討している。

・参加人数により、１人あたりの負担額が大きくなることから、適正な規模で運営していくことが、持続可能なクラブ運営になることが実証された。

取組の成果

今後の課題と対応方針

・市として、学校施設を減免の対象とすること、学校部活動の道具を共用することで経費削減につなげる支援を行っていく方向ではいるが、それだけ

では十分な補助とは言えない現状がある。財政支援をどこまでできるか、検討が必要である。

・財政支援を行う際に事務作業が膨大になってしまう。軽減できる制度設計が必要である。

・今年度の実証事業を通して、受益者負担額は2,000～3,000円は必要である算出を行った。しかし、参加人数や指導者の数、種目の特性によるラ

ンニングコストによって収支の額が変動するため、全種目を同じ負担額にすることはできない。そのため、種目の実態に応じて、種目の中で差が生じない

よう調整していくことが必要である。

・クラブによっては、「指導者謝金を払わない」という方針のクラブもある。市で一括管理しているわけではないため、クラブの方針に介入できるものではない

が、「持続可能なクラブ」を想定し、運営いただくよう働きかけていく必要がある。

・大会参加に関わる費用について検討が必要である。中体連主催大会において、上位大会に進んだ場合の補助は、どの市町でも行っている。広域的に

クラブ参加が認められるようになることを想定すると、周辺の市町と足並みをそろえて対応していく必要がある。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

・すべての種目の実証事業において、学校施設を利用し、課題等を出し合い、解決に向かう。

・顧問の先生がいない場合を想定し、実証事業を行う。

取組の成果

・学校施設を利用するにあたり、当該学校の生徒は使い慣れていることもあり、使用方法について混乱を招くことは少なかった。

・低価格で使用ができた。

・道具の運搬等が少なく済んだ。

・当該校の生徒以外は遠距離からの参加となることが多く、移動に負担がかかった。

・外で活動する際、顧問の先生がいないときの、トイレの使用とクーリングシェルターの確保に課題が残った。外トイレの鍵及び社会体育玄関の鍵の譲

渡について検討が必要である。

・会場申請の事務手続きが大変である。地域クラブに関しては、優先的かつ長期的に場所を確保できるよう対応を考えていく必要がある。

・鍵の借用の事務手続きが大変である。スマートロックへ移行できないか検討が必要である。それまでの期間においてはキーボックス等で対応できないか、

検討する。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

〇生徒や保護者への連絡手段が構築されておらず、学校の先生を経由せざる得ない

状況が多々あった。連絡ツール等の制度設計が必要である。

〇指導者への謝金の金額や受益者負担の金額についても、今年度の実績を基に提

示し、種目の特性や参加生徒数を鑑み、再度検討していく必要がある。

〇廃校になった学校施設の利用について関係部署と調整していく必要がある。

〇活動支援について（財政補助や大会参加補助など）検討を進めていく必要がある。

●今後に向けて

今回の実証事業を行っていくにあたり、連盟・協会

の協力もあり、６つのクラブを立ち上げて活動を行うこ

とができた。連盟・協会、クラブによって、活動回数に

違いはあるが、参加した生徒たちからは「生徒同士で

学ぶ機会があった」「仲間が増えた」「指導が新鮮で

あった」「多くの試合ができた」「少数でできなかった実

戦形式ができてよかった」などの声が聞かれた。

今年度実証事業に参加していない種目においても、

来年度に向け、検討を進めている種目が多く、事業

の拡大が期待できる。

しかし、どのクラブともに参加生徒のニーズにこたえら

れる指導者が不足しているという声が聞かれた。また

指導者に対する謝金についても再考する必要がある

と思われる。同時に参加費についてもクラブを運営す

るにあたり、受益者負担は必須であるため、あらためて

活動の趣旨、ねらいを広く周知しながら、市としての支

援についても検討を進めていく必要がある。

〇手探りでスタートをした実証事業であったが、どの種目においても意欲的に活動を

行ってもらった。実証事業がスタートしたことで、参加していない種目においても検討が進

められるようになった。

〇剣道では１クラブで活動したが、道場が２つあるため、そこを母体に２つのクラブを作

れないか、という検討が行われている。野球においては、市内を３エリアに分けてクラブを

設置できないか、という検討が行われている。実際にやっていく中で、持続可能なよりよ

い方向が検討されている。

〇専門的な指導のみでなく、初心者向けの指導について考案したり、種目を限定しな

い体力づくり重視の活動をしたりと指導者に工夫がみられ、生徒たちの満足のいく活動

が展開されている。

〇陸上競技と体操競技は参加生徒の管理、クラブの運営をホームページやアプリ等を

使って効率的に行う工夫がみられた。今後、他のクラブの参考としていきたい。
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アンケート結果・参加者の声

2.実証内容と成果②

●実証事業参加者の声●小学５年生～中学１年生及びその保護者に行ったアンケート結果

参加した中学生から

・多くの指導者から専門的なことを習うことができて
楽しかった。
・少人数ではできない、試合形式の練習ができてう
れしい。
・いつも少ない人数で行っているので、いい練習な
のかもわからないでいたけど、たくさんの友達と練
習できていっぱい学べた。
・参加についても自分の体調に合わせて調整でき
るのがありがたい。
・他の中学校にも友達ができた。
・ほめてもらえてよかった。もっと褒めてほしい。
・こういう機会をこれからも作ってほしい。

指導者から

・最初は手探りではあったが、生徒たちの生き生きした表情

が見ることができて充実した活動になった。

・今後どのような方向性で進んでいくか心配ではある。

・中学生の活動の場も必要だが、小学生も一体的に考え

ていかなければならないのではないか。

・専門性の高い指導者を配置することで、専門ではない種

目を顧問している先生の役に立ったと思う。

・学校部活動では設置されている種目に偏りがある。他の

学校の生徒でも参加したい生徒もいると思う。周知するた

めには市の力が必要である。

●教職員に行ったアンケート結果
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2.実証内容と成果③

【生徒へ保護者向けお知らせ】

参考資料

【HPの開設】

広報資料

・小学５年生～中学２年生の児童生徒ならびに保護者に対し、お知らせを配布し、活動内容の周知を図った。

・令和７年１月15日（水）に市民向けの説明会を実施した。

・ホームページを開設し、広く活動内容の周知を図った。

【説明会実施のお知らせ】
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

【検討委員会】

【ソフトボール実証事業】 【剣道実証事業】 【バドミントン実証事業】

【陸上実証事業】
【市民向け「部活動の地域移行に関わる説明会】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

ステークホルダー

学校、スポーツ協会、連盟・協会、地域クラブ

市教委、コーディネーター

経過

・令和5年度より検討委員会を設置し、競技連盟・協会が運営主体と

なる地域スポーツクラブを設立し活動する計画及び地域クラブの活動指

針を策定した。

・令和６年度は、野球、体操、剣道、バドミントン、陸上、ソフトバール

の６つで地域スポーツクラブを立ち上げ、受け皿の整備を進めた。

実施内容

・令和６年10月から、希望者が地域クラブ活動へ参加する試験的な

取組を本格的に開始した。地域クラブ活動は６種目で実施し、市内

全中学校生徒が参加できる形態である。実施にあたって、各中学校の

顧問より生徒への周知等がなされた。種目によっては保護者会を開催

し、実施の趣旨や目的について説明が行われた。

令和5年

検討委員会の
設置、検討開
始

生徒、保護者へ
の説明

令和６年 令和７年 令和８年

各競技団体・協
会とのワーキン
ググループ

連盟・協会主
体のクラブ設
立

地域クラブ活動
の可能な種目よ
り開始

地域クラブ活動
の拡大

実施にあたって生じた課題

・活動場所の確保や鍵の貸出に対する指導者の負担が大きいことが指

摘された。市役所庁内の検討会議では、全中学校でオンライン予約シ

ステムとスマートロックを導入することを検討し、財政部局と設置に係る

費用等について協議を進めている。

・活動が始まって間もないため、特に保護者の理解が進んでいない。アン

ケート調査を行った結果、月謝・移動手段・指導者への不安が多く上

がった。

今後の展開

・令和８年９月からは、市内すべての中学校において、休日は部活動

を行わないこととなる。休日の地域クラブ活動を可能な限り実施していく

にあたり、連盟・協会や地域クラブと密に連絡を取っていく必要がある。

・持続可能な地域クラブ運営とするために、受益者負担や移動手段、

指導者の質の確保について保護者の理解を深めていく必要がある。説

明会を開催したり、おたよりを発行したりと周知の機会を多く設ける必要

がある。
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

１２月 １月 2 月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

中体連行事 市中総体 県中総体 新人戦 市中総体 県中総体

スポーツクラブへの補助金

文化クラブへの補助金

中体連主催大会への補助金

中体連強化費の運用

企業版ふるさと納税

受益者負担について

クラブ指導者への謝金

学校との連携

学校部活動費の見直し

学校部活動で使用している道具の活用

クラブの整備

情報交換について

・令和６年度実証
事業中間報告
・令和７年度の実
証事業希望調査

実証事業報告会

・令和７年度実証
事業説明会
・ワーキンググ
ループ（中体連総
会時）

情報交換会
・ワーキンググ
ループ（各専門部
の都合による）

・ワーキンググ
ループ（中体連総
会時）

・ワーキンググ

ループ（中体連

総会時）

活動場所の割り振り

活動場所の借用（原則学校施設とし、
優先的に借用する）

施設の改修

説明会の開催

市民向け説
明会（今後の
方向性につ
いて）

市民向け説
明会（受け皿
設立の進捗
状況など）

市民向け説
明会（受け皿
についてな
ど）

文書の発送

各校へ実証事
業の報告およ
び今後の予定
について

令和７年度の実
証事業の種目
及び受け入れ
可能な地域クラ
ブの周知

令和８年度受け

入れ可能な地域

クラブの周知

令和８年度受け

入れ可能な地域

クラブの周知

費
用
・
会
費
に
つ
い
て

休
日
の
学
校
部
活
動
は
行
わ
な
い

活
動
場
所
の
整
備

情
報
発
信

運
営
主
体
・
受
け
皿
の
設
置
に
つ
い
て

部活動の地域移行に係る取組のスケジュール

検討項目
R 7 R 8R 6

各クラブの活動場所を固定する

段階的に地域活動を行う

実証事業費として各クラブと委託契約

市からの補助金について検討

地域クラブ所属の生徒に対し補助金が出せるよう検討する

実証事業として活動する

野球 １クラブ

ソフトボール １クラブ

体操 １クラブ

剣道１クラブ

陸上 １クラブ

バドミントン １クラブ

実証事業として活動する 実証事業は終了とし、受益者負担等で活動を行う

他地区との連携を図る
地域クラブ所属の生徒に対しての補助金について令和８年度以降

の方向性を示す

実証事業費として各クラブと委託契約

実証事業費として各ク

ラブと委託契約

実証事業を基に自己負担額を算出 クラブ活動費の一部を受益者が負担 必要なクラブ活動費を受益者が負担

実証事業費から支出 実証事業費から支出 クラブ費から支出

学校部活動費の見直し

市からの補助金として運用できるかどうかを検討

継続的な貸し出し・保護者会等への連絡・物品破損時の対応の確認・消耗品費の分担

実証事業を行いながら各クラブの活動場所を割り振っていく

活動希望場所を支援本部に連絡し申請を行い借用する 活動場所の申請をクラブで行う

施設改修の方向性について検討する（吹奏楽の活動場所・クーリングシェルター・外トイ

レ・電子ロックなど）

改修が必要な個所の洗い出しを行う

令和８年度実証事業を行う種目

野球：３クラブ ソフトボール：１クラブ 体操：１クラブ

剣道：１～２クラブ 陸上：１クラブ バドミントン：１クラブ

吹奏楽：３クラブ 順次追加

可能な限り地域クラブ活動を行う

施設借用体制の軽立

随時発行

実証事業費として各ク

ラブと委託契約

市からの補助金について検討

市からの補助金について令和８年度以降の方向性を示す

市からの補助金について令和８年度以降の方向性を示す

市からの補助金として運用できるかどうかを検討

R8年度以降の方向性を示す

R8年度以降の方向性を示す

施設改修の方向性を示す



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

山形県鶴岡市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

山形県鶴岡市

０２３５-５７-４８６４

鶴岡市教育委員会学校教育課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

本市では、令和５年度より、総合型地域スポーツ

クラブ、スポーツ少年団、保護者会クラブ、民間クラブ、

競技・文化団体による活動等が受け皿となり、土日

休日の部活動（練習）が行われている現状である。

11月に行った部活動改革に関わるアンケート調査

によると、土日休日の活動形態については、総合型

地域スポーツクラブが24％、スポーツ少年団11％、

保護者会クラブ33％、民間クラブ19％、競技・文化

団体による活動7％等となる。生徒は、「以前に比べ

選択の幅や他校との交流の広がり、自分のニーズに

あった活動が展開される」などの理由から約9割が満

足・やや満足と回答した。保護者からは、地域移行

に伴い、移動手段やそれに伴う経費の負担が増えた

と回答した。指導者は理解を示す一方、負担や責

任が増えたと回答した。教職員は「業務負担が軽減

された」「自身に合ったワークバランスが保たれる」など

感じている一方、希望する教員が自由選択（兼職

兼業）できる仕組みが必要だと望む声があった。現

在、本市では７名が兼職が認められている現状であ

る。

今後の課題としては、「①土日休日の大会や各事

業の地域移行」「②保護者会クラブに代わる持続可

能な地域クラブ活動の体制整備」があげられる。①に

ついては、大会運営スタッフの人材不足であったり、

地域指導者や保護者にかかる負担の増加、施設や

審判の確保などが課題となる。②については、規約に

基づく持続可能な運営や指導者への報酬、保険の

加入、クラブ運営者（マネジメントできる人材）の確

保も重要である。

土日休日の活動形態と

活動中学生（1,798名回答）の満足度

※R6.11.部活動改革に関わるアンケート

面積 1,312k㎡

人口 117,821 人

公立中学校数 11 校

公立中学校生徒数 2,854人

部活動数 114部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済 総合型
地域SC

24％

スポーツ
少年団

11％

保護者会
クラブ

33％

民間
クラブ

19％

競技・

文化団体
による活動

7％

その他

6％



3

運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会

・学校教育課：部活動全般に関わること

・スポーツ課：スポーツ協会との連携、施設利用に関わること

・社会教育課：芸術文化協会との連携、施設利用に関わること

・管理課：学校施設設備、備品、大会補助、スクールバス等

◉首長部局

・政策企画課：総合計画の位置づけ

・地域振興課：市内循環バスに係る地域連携

令和６年４月

・保護者会クラブの登録
・R6鶴岡市部活動に関する基本
方針を策定
・市招集校長会議で、部活動改
革について説明
・統括コーディネーターの紹介
・各種補助金要綱の施行

令和６年７月

・第１回部活動地域移行の普
及・促進のための連絡調整会議
（本市の現状、種目ごとの情報
交換）
※大雨災害のため、９月に延期

令和６年１１月
・鶴岡市部活動改革に関わるア
ンケート（中学生・保護者・指導
者・教職員対象）

令和６年１２月
・第２回部活動地域移行の普
及・促進のための連絡調整会議
（文化部対象・運動部対象）

令和７年１月
・県中体連地域クラブ参加登録
に関する相談受付

令和７年２月
・事業完了報告書、成果報告書
等の作成

保護者会
クラブ

47部活動

移行先
未定

7部活動

競技・文化
団体による
活動

スポーツ
少年団代表者

30単位団
約240名在籍

総合型地域
スポーツクラブ代表者

4スポーツクラブ
約300名在籍
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 11 校 実施した地域クラブ総数 ４クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） ４ クラブ（22部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） ０ クラブ

全体の指導者数 18 人 全体の運営スタッフ数 8 人

②各クラブに関すること

クラブ名
運営
団体

種別

種目
※新規のものは末尾に
（新）を付ける

実施回
数

実施時間帯
参加者

（学年別）
実施期間 活動場所

指導
者数

運営スタッフ数
（他クラブと兼

務）

会費 大会参加方法

鶴岡
ATHLETIC
S CLUB

競技
協会

陸上競技 週3回

水金
19:00～20:00
土
9:00～12:00

中学１年生
～

中学３年生

4月１日
～

2月10日

小真木原

陸上競技場
4人 2人

月会費
1,000円

地域クラブ

鶴岡ソフト
ボールアカデ
ミー

クラブ ソフトボール 週3回
平日3回
19:00～21:00

中学１年生
～

中学３年生

4月１日
～

2月10日

JA鶴岡

だだちゃアリー
ナ等

3人 2人
月会費
2,000円

地域クラブ

鶴岡田川
ベースボール

競技
連盟

野球 週1回
土または日
9:00～12:00

中学１年生
～

中学３年生

4月１日
～

2月10日

鶴岡ドリーム

スタジアム
7人 2人

月会費
2,000円

中体連：部活動
その他：地域クラブ

鶴岡振武会
競技
連盟

剣道 週3回
火木土
19:00～20:30

中学１年生
～

中学３年生

4月１日
～

2月10日

鶴岡朝暘

武道館
4人 2人

年会費
5,000円

地域クラブ
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目

陸上競技

運営団体名 鶴岡ATHLETICS CLUB

期間と日数
４月１日 ～ ２月10日

週３回程度

指導者の主な属性
鶴岡市陸上競技協会会員
(JAAF公認コーチ、ジュニアコーチ)

活動場所 鶴岡市小真木原陸上競技場

主な移動手段 保護者による送迎

１人あたりの参加会費
等（年額）

12,000円

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

●鶴岡ATHLETICS CLUB 活動概要

●運営スタッフ ２名

・クラブ指導者、大会運営スタッフの派遣および謝金等の支払い

・協会運営のクラブチームに係る書類作成（申し込み等）

・実践研究の成果報告 ・その他、運営を円滑に進めるための業務

●指導者 ４名

・陸上競技における専門種目の指導

●指導者補助 ５名（OB・OG、持久走チーム）

・短距離・長距離の伴走、用具の準備片付け等、指導者のサポート

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等

鶴
岡
市

業務委託
鶴
岡
市
陸
上
競
技
協
会

鶴岡ATHLETICS CLUB

鶴
一
中

鶴
二
中

鶴
三
中

鶴
五
中

羽
黒
中

鶴
四
中

豊
浦
中

三
川
中



6

取組内容

2.実証内容と成果

〇コーディネーター配置支援等

体制整備

・関係者との連絡調整・指導助

言等を行う総括コーディネーター

の配置(人件費：賃金)

・地域移行の普及・促進のため

の連絡調整会議の開催

〇保護者会スポーツクラブとして47団体(1,005人)が市に登録し活動 ※前年度比11団の減

〇R6.11.部活動改革に関わるアンケート調査より

中学生…86％が「満足・やや満足」と回答 ※R5比 ー1pt （選択の幅が拡大・他中生と交流・自分に合う）

保護者…76％が「満足・やや満足」と回答 ※R5比 +7pt （経費や移動に負担）

指導者…43％が「満足・やや満足」と回答 ※R5比 ー8pt （指導者の負担や責任増加、練習時間が短い）

教職員…75％が「満足・やや満足」と回答 ※R5比 ±0pt （業務負担が軽減した）

〇教職員在校等時間平均（R4～R6の4月～6月比較）R4 47:37 → R5 41:39 → R6 38:42

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

【部活動地域移行の普及・促進のための連絡調整会】

・7月…保護者会クラブから持続可能なクラブへの移行の説明

・12月…（運動部）スポ少の立ち上げ方・小中スポーツ登録団体

※スポーツ課による説明

（文化部）先行事例の紹介

※庄内町の吹奏楽団体より説明

【地域クラブ・関係競技団体との連絡調整】

・県中体連登録について自治体の認可方法を整備

・競技団体主催大会の運営の実施（地区中体連共催の取りやめ）

課題１ 土日休日の大会等の地域移行(大会運営スタッフの不足及び負担の

増加・保護者、指導者に係る負担の増加等）

課題２ 保護者会クラブに代わる持続可能な体制整備(規約に基づく持続可能な

運営及び適正な会計処理、指導者への報酬等）

今後の対応方針→各スポーツ・文化団体（連盟協会）の支援拡大＝持続可能な

体制整備の構築

４月 ５月 ６月 平均

令和４年度 46:32 50:38 46:18 47:37

令和５年度 46:35 39:55 38:28 41:39

令和６年度 43:07 38:50 34:10 38:42
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取組内容

2.実証内容と成果

①大会運営体制整備

・大会スタッフの派遣および謝金支払

・協会運営の事業に係る書類作成

・実践研究の成果報告への協力

・運営を円滑にすすめるための業務

②スポーツクラブ体制整備

・指導者の派遣および謝金支払

・クラブ運営や大会登録等の書類作成

・実践研究の成果報告への協力

・運営を円滑に進めるための業務

①地区中体連の１３種目のうち、バレーボール以外の大会については部活動顧問が関わ

らないスタッフによる運営ができ、参加した団体も地域クラブのみとして行うことができた。以

前から大会運営に関わっていた教員の負担軽減につながった。なお、兼職兼業届を提出し

た教員は７名であり、報酬を得ながら大会運営や審判活動に関わった。

②今年度、県中体連の地域クラブ参加登録を行い出場したチームは10クラブ、８種目で

ある。現在来年度の申請を行っているが、登録予定数は今年度より多い見込みである。

一方、土日の活動における満足度は中学生が約86％（前述）だったことに対し、指導

者は43％（右図）である。その要因として、「負担・責任が大きい」「活動時間が少ない」

などがあった。中学生の満足度との差があるので、充実した活動となるように指導者への研

修の機会が必要であると考える。また、指導に対する報酬について、各クラブで検討しても

らう必要がある。

課題１ 指導者の確保

課題２ 運営資金の確保

課題３ 活動場所の確保、用具の確保

課題４ 部活動が廃止になる」という誤解

今後の対応方針→補助金による支援と受益者負担の理解の浸透、

鶴岡市の取り組みをHPに掲載し周知、連絡調整会議の開催。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

【指導者】土日休日の活動の
満足度（R611.部活動改革

に関わるアンケート調査）

・部活動体制整備業務委託①②

（人件費、謝金、消耗品、役務費等への活用）

・部活動運営団体整備事業補助金②

（総合型ＳＣ・スポ少・地域文化団体へ、人件費・懇親会費を除く費用を補助）

・扶助費②

（生活困窮世帯へ地域クラブ活動に関わる年会費・保険料を補助）

委託金の活用・補助金の支援について（番号は、取組み事項NOとリンク）
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①
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2.実証内容と成果②

参考資料

アンケート結果・広報資料①
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2.実証内容と成果②

参考資料

アンケート結果・広報資料②
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2.実証内容と成果③

参考資料

アンケート結果・広報資料③

広
報
つ
る
お
か
９
月
号

特
集
「
部
活
動
の
地
域
移
行
」
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

【鶴岡ATHLETICS CLUB・全国大会報告表敬訪問】【鶴岡ATHLETICS CLUB・練習風景】

【鶴岡振武会・練習風景②】【鶴岡振武会・練習風景①】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス①

2.実証内容と成果

R3.9 R4.3
鶴岡市における運動・文化部活動
と地域等の連携の在り方に関する
検討委員会開催

R4.3
定例教育委員会への報告
市スポーツ推進審議会への報告

R4.4
市中学校長会への説明

R4.4～
市内11中学校説明会
R4.6
各競技団体への説明会

令和３年 令和４年

●参集範囲

市中学校長会長・田川中体連会長・田川中文連会長・スポ推委員会

長・総合型地域SC会長・クラブマネージャー・市スポーツ協会会長・市芸

文連会長・PTA連合会会長・スポ少本部長・学識有識者など

●大きな２つの提言

①学校の教員の指導の下に行われる部活動は月曜～金曜までの平

日のみとし、休日は活動を行わないこと

②休日に活動を行う必要があるか、もし実施するのであればどのような

体制で活動をしていくかについて、各部活動単位で、それぞれの部の

実態に合わせ、今年度中に検討していくこと

●具体的な移行方法

パターン１…総合型地域SCでの活動

パターン２…スポーツ少年団での活動

パターン３…保護者会クラブでの活動

パターン４…民間クラブでの活動

パターン５…合同部活動での活動

R4.3.24鶴岡市スポーツ推進審議会

R4.4.13鶴岡市中学校長会

●報告並びに説明した内容

①運動・文化部活動の土日の地域移行に向けたアンケート調査結果について

②段階的な土日の地域移行に向けた本市の具体的な方法について

パターン１…総合型地域SCへの移行

※令和４年度「ふじしまSC」をモデルとして実証事業を行う。

パターン２…スポ少への移行

パターン３…保護者会クラブへの移行

※市に申請し、承認を受けて活動。持続可能な観点から国が示す推進期間

３年間の救済的な措置とする。

パターン４…民間クラブへの移行

パターン５…合同部活動への移行

③今後のスケジュール

令和４年度～各学校及び各競技団体への説明会を実施。

令和５年度～地域移行の実現
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス②

2.実証内容と成果

令和５年 令和６年

R5.7  R5.12
部活動地域移行の普及・促進のた
めの連絡調整会議

R6.1
各競技団体への説明会

R6.4～
4競技団体の実証事業

R6.7 R6.12
部活動地域移行の普及・促進
のための連絡調整会議

令和７年

R7.4～
5競技団体の実証事業

R7.4～
各競技団体主催の大会等の改善・検証
各競技団体によるクラブ運営

R5.7 第1回連絡調整会議

情報提供

①本市の部活動地域移行の現状について

講 義

〇スポ少新規立上げにかかる課題と成果について

R5.12 第２回連絡調整会議

情報提供

①部活動改革に関するアンケート調査の結果報告

②令和６年度中体連・中文連大会への

地域クラブ参加について

③モデルクラブからの現状報告

R6.1 各競技団体への説明会

説 明

・部活動改革に関わるアンケート調査結果報告について

・国の実証事業「鶴岡ATHLETIC CLUBについて」

情報提供

・令和６年度中体連参加規程等について

R6.7 第1回連絡調整会議

情報提供・情報交換

①本市の部活動地域移行の現状について

②種目ごとの情報交換

R6.12 第２回連絡調整会議

情報提供

①部活動改革に関するアンケート調査の結果報告

②令和７年度中体連・中文連大会への

地域クラブ参加について

③（運動部）スポ少・小中登録団体について

（文化部）モデルクラブの先行事例

R7.2 競技団体への実証事業説明

・国の実証事業について

・令和７年度大会参加等について

※中体連大会以外は、各競技連盟等主催のもと完

全実施とする。運営に関わる人材、審判、会場設営

など、競技連盟等による運営が今後可能かどうかを

再検討する。

●令和７年度地域スポーツクラブ活動体制整

備事業

①『地域クラブとして各競技が主催する大会参加100％

を目指す』

②『指導者育成としてJSPOや各競技団体及び文化芸

術団体の公認資格の取得及び、年１回以上の研修会

の参加を目指す』

→運動部活動に対する意識を改革する。

（教員・保護者・生徒・指導者）

→指導者の育成

→当該顧問の時間外勤務における部活動指導時間

３割削減

→生徒の満足度 7割以上

※R5.R6同様に、連絡調整会議を開催し、地域移行さ

れたクラブが持続可能な運営団体となれるよう、事例発

表や情報交換を行う。
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

令和５年度 令和６年度 令和７年度

学校教育課
総括Co配置
陸上競技協
（ATHLETICSCLUB）への委
託事業

４競技団体への委託事業展開
①大会運営補助 ：事務局員の人件費及び大会スタッフへ

の経費等を支援
②指導者育成補助：事務局員の人件費及び指導者に対

する経費等を支援

5競技団体への委託事業展開
①大会運営補助 ：事務局員の人件費及び大会スタッフへ

の経費等を支援
②指導者育成補助：事務局員の人件費及び指導者に対

する経費等を支援

支出と受益者負担のバランスを再検討

管理課 小中学校体育文化活動奨励
事業（大会補助）の見直し＆
改善

学校施設開放の条例等の見直し検討
スクールバスの利用についての検討
小中学校体育文化活動奨励事業（大会補
助）の施行

学校施設開放の条例等の見直し検討
スクールバスの利用についての検討
小中学校体育文化活動奨励事業（大会
補助）の充実

スポーツ課 市の施設及び学校開放のシステム導入
検討
スポ少、総合型SCの立ち上げ相談

各団体及び大会参加補助等の検討
市の施設及び学校開放の予約システム導
入検討
指導者の研修機会の充実

社会教育課 地域学校協働本部による文化部（吹奏
楽部等）のモデル事業を検討

各団体及び大会・コンクール参加補助
等の検討

首長部局 市の施策の見直し検討 市の施策に位置付け
公共交通網の整備充実

企業との連携について検討

実証期間 実証期間 推進期間

休
日
の
部
活
動
を
、

持
続
可
能
な
団
体
へ
１
０
０
％
地
域
移
行

R8

土日休日の部活動（大会）の地域移行実現

土日休日の部活動（練習）の地域移行実現
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